






７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等
特別積立金の取崩し
国庫補助金等特別積立金の取崩し
グループホームの車両の売却に伴う車両運搬具の除却により、80,513円を取り崩した。
宮崎こばとの家廃止に伴う建物の除却により、726,417円を取り崩した。
パン工房ひよこの廃止に伴う建物の除却により、1,947,804円を取り崩した。

建物 140,777,497 1,062,548,092 0 1,203,325,589
合            計 162,883,697 1,109,541,692 0 1,272,425,389

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 22,106,200 46,993,600 0 69,099,800

　カ 地域相談支援センターポポラス拠点区分
　　　特定相談
　　　一般相談
　　　地域生活支援事業
　キ 宮前ブロッサム拠点区分
　ク 陽だまり拠点区分

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

　　　菅生こばとの家
　　　菅生こばとの家
　　　第２宮崎こばとの家
　　　馬絹こばとの家
　　　五所塚こばとの家
　オ ヘルパーステーションらいむらいと拠点区分
　　　居宅介護
　　　行動援護
　　　移動支援

　イ セルプ宮前こばと拠点区分
　　　セルプ宮前こばと
　　　旬彩厨房じんべい
　ウ あーる工房拠点区分
　エ グループホーム宮前こばとの家拠点区分
　　　グループホーム共通
　　　宮前こばとの家
　　　高山こばとの家
　　　第２高山こばとの家

４．法人で採用する退職給付制度
(独法)福祉医療機構社会福祉施設職員等退職手当共済制度、及び(公財)神奈川県福利協会退職共済制度

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
当法人は主として社会福祉事業を運営する拠点区分のみを実施しているため、
作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の財務諸表(第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式)
(2) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(3) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア 法人本部拠点区分

　最終仕入原価法に基づく原価法
(3) 固定資産の減価償却の方法
　定額法による
(4) 引当金の計上基準
　退職給付引当金
　…　期末在職者の退職金支給に備えるため、加入している(公財)神奈川県福利協会退職共済制度に基づき、
　　　期末における事業主拠出金累計額と同額を計上している

３．重要な会計方針の変更
該当なし

　満期保有目的の債権等　…　総平均法に基づく原価法
　上記以外の有価証券　…　市場価格に基づく時価
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記
該当なし

２．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法



(２)新会計基準への移行に伴う過年度修正額の内容の注記

　　退職給与引当金の過年度修正額　　　　△17,538,550円
　　医療生協出資金の過年度修正額　　　　　　△12,000円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　△23,262,700円
　増減差額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26,827,850円

　その他の特別収益

　　退職給付引当資産の過年度修正額　　　　23,250,700円
　　医療生協出資金の過年度修正額　　　　　　　24,000円
　　建物建設に係る計上額の過年度修正額　　26,815,850円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　50,090,550円
　その他の特別損失
　　退職給付引当資産の過年度修正額　　　△57,121,250円

　28年4月1日より、あーる工房拠点区分から、まじわーる宮前拠点区分へ変更
　同拠点内に、あーる工房サービス区分・きまっしーサービス区分の開設

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
(１)適用する会計基準の変更
　当事業年度より社会福祉法人会計基準(平成23年7月27日雇児発0727第1号、社援発0727第1号、老発0727第1号)
　を適用している。
　新会計基準への移行初年度により、貸借対照表（第3号1様式・第3号の3様式）及び事業活動計算書（第2号の
　1様式・第2号の3様式）に前年度決算額は記載していない。

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。
該当なし

１３．重要な偶発債務
該当なし

１４．重要な後発事象
(１)施設の閉鎖
　28年3月31日をもって、パン工房ひよこ拠点区分の廃止
(２)施設の開設

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

権　　　　　利 4,868,360 791,437 4,076,923
合            計 1,597,068,467 267,213,222 1,329,855,245

ソフトウェア 4,196,400 4,106,800 89,600
機械　・　装置 60,669,092 55,005,389 5,663,703

構    築    物 13,012,312 9,048,805 3,963,507
車 両 運 搬 具 39,728,914 11,619,200 28,109,714

器 具 ・ 備 品 63,368,136 24,074,171 39,293,965

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　158,749,000円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

建物(基本財産) 1,331,528,530 128,202,941 1,203,325,589
建          物 79,696,723 34,364,479 45,332,244

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

８．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　1,067,666,333円


